
 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑬ 

⑭ 

⑮ 

①設備の区分 

「① ソフトウエア以外の場合」のみ当協会で証

明書を発行可能です。 

②「減価償却資産の種類」 

「機械及び装置」のみ当協会で証明書を発行可能

です。②③の種類・細目についてはユーザー様の

方で顧問税理士等へご確認ください。 

③「設備の種類又は細目」 

当協会の証明書発行対象は下記の通りです。 

・家具又は装備品製造業用設備 

・鉄鋼業用設備 

・非鉄金属製造業用設備 

・金属製品製造業用設備 

・はん用機械器具製造業用設備 

・生産用機械器具製造業用設備 

・電気機械器具製造業用設備 

・輸送用機械器具製造業用設備 

・業務用機械器具製造業用設備 

・その他の製造業用設備 

④「設備の名称」、⑤「設備型式」 

当該設備の名称・型式をご記入ください。 

⑥「本社名・事業所名」 

納入先ユーザーの企業名に加え、設置事業所名

（○○事業所、○○工場等）も合わせて記載くだ

さい。設置場所が本社である場合も、場所が特定

できるよう「本社工場」等と記載願います。 

⑦「法人番号」、⑧「本社所在地」、⑨「ユーザー連

絡先」 

納入先ユーザーの法人番号・本社所在地・連絡先

をご記入ください。 
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⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑩「①販売開始年度（西暦）」 

当該設備の販売開始年をご記入ください。 

⑪「②取得（予定）日を含む年度」 

当該設備の納入予定年をご記入ください。 

⑫「②-①= 年」 

取得年-販売開始年を計算の上ご記入ください。 

⑬該当要件 

各該当要件を確認の上、「１．該当」または「2.

非該当」に丸印をお願いします。なお１点でも「2.

非該当」がある場合、証明書は発行できません。 

⑭「製造事業者等の名称・所在地・代表者氏名」 

設備メーカー名および所在地をご記入ください。

また当協会へ証明書原本を郵送いただく際、日付

を忘れずにご記入ください。 

※原則として「製造事業者等」は設備メーカー、

「代表者氏名」は担当部長以上の役職者または同

等の立場にある方としてください。 

※販売開始時期や新旧モデルの判断、設備性能等

において正確な情報把握が可能と当協会が判断

した場合に限り、代理店や子会社からの申請も可

能です。（申請代行業者等は不可） 

⑮担当者氏名 

 申請ご担当者の氏名・所属部署・連絡先をご記入

ください。 

※当協会に掲示している証明書フォーマット 2 頁目

の「税制措置の対象設備に関する留意事項」は、原

本提出時に裏面へ両面印刷していただくようお願い

致します。 

 



 
①販売開始年月 

 当該モデルの販売開始年＋月をご記入ください。 

 また、上記年＋月が明記された根拠資料を合わせ

て提出願います。 

②取得等をする年月 

 ユーザーへ納入する予定年月をご記入ください。 

③「②-①= 年」 

 当該モデル取得年 – 当該モデル販売開始年を計

算の上ご記入ください。なお証明書発行要件は

「10年以内」です。 

④＜比較指標＞ 

生産性向上の比較に使う指標が 1.～3.のいずれ

にあてはまるか選択の上、指標についての説明

を簡単に記載ください。 

⑤「一代前モデル：」 

生産性向上の計算式に使用する指標数値＋単位

をご記入ください。また、その指標数値が明記

された根拠資料を合わせて提出願います。 

⑥（型式） 

一代前モデルの設備型式をご記入ください。 

⑦（販売開始年） 

一代前モデルの販売開始年をご記入ください。

また、その販売開始年が明記された根拠資料を

合わせて提出願います。 

⑧「当該モデル：」 

生産性向上の計算式に使用する指標数値＋単位

をご記入ください。また、その指標数値が明記

された根拠資料を合わせて提出願います。 

① 

⑨「年平均： ％」 

生産性向上率の計算結果をご記入ください。 

⑩生産性向上率の計算式 

下記いずれかの計算式をご記入ください。 

a. 当該モデル指標数値＞一代前モデル指標数値  

→(当該モデル指標数値-一代前モデル指標数

値)/(一代前モデル指標数値)×100/(当該モデ

ル販売開始年度-一代前モデル販売開始年度) 

b. 当該モデル指標数値＜一代前モデル指標数値 

→(1/当該モデル指標数値-1/一代前モデル指標

数値)/(1/一代前モデル指標数値)×100/(当

該モデル販売開始年度-一代前モデル販売開

始年度) 

⑪-1～3 証明書発行要件の確認 

⑪-1「販売開始から 10 年以内」、⑪-2「生産性

向上率が年平均 1％以上である」ことを確認い

ただいたら「1.該当」へ丸印の上、⑪-3「該当

要件への当否」についても「1.該当」を選択く

ださい。 

 

※その他【比較すべき一代前モデルがない場合】 

原則として新設会社あるいは全くの新規事業分

野での第 1 号商品など、きわめて限定的な場合

にのみ生産性向上の比較を省略可能です。（様式

2）下部※3 にも記載がある通り、可能な限り過

去の類似設備と比較を行っていただくようお願

い申し上げます。 

 

 

② 
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③ 

⑤
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④ 
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⑩ 

⑪-1 

⑪-2  
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